
教保健第６４号  
令和４年５月２５日 

 
県 立 学 校 長 殿 

                             
                         岡山県教育委員会教育長 

  
   

 学校における児童生徒等の新型コロナウイルス感染症の陽性者に 
係る濃厚接触者の特定及び行動制限等について 

 
 このことについて、これまで、岡山県管轄の保健所（岡山市及び倉敷市保健所を除く。）
においては、保健所の積極的疫学調査により濃厚接触者の特定が行われていましたが、事
業所等については、厚生労働省の事務連絡（令和４年３月１６日（令和４年３月２２日一
部改正））により、陽性者が所属する団体等で対応することとされております。 
本県の学校の対応についても、本通知をもって、事業所等と同様の扱いとしますので、

次のことに留意いただき適切に御対応ください。 
 
 

記 
 

１ 濃厚接触者に準ずる児童生徒等の特定等について 
（１）今後、保健所による濃厚接触者の特定は、原則、同居の家族のみとされることか

ら、学校は、陽性となった児童生徒等（以下、「陽性者」という。）から行動歴を聞
き取り、次の範囲（※）で濃厚接触者に準ずる児童生徒等の特定を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

 
（２）特定された児童生徒等の自宅待機期間は７日間（出席停止の扱い）とし、期間短

縮の措置はしない。 
 

２ 学校の臨時休業等について 
臨時休業等の期間については、陽性者の感染可能期間（発症２日前から）に、接触が

あった最終の日を０日とし、その翌日から４日間とする。 
  
３ その他 
（１）臨時休業等の対応について、学校から保健所に問い合せることは控えること。 
（２）保健所によっては、これまでと同様、積極的疫学調査を行う場合もあるが、原

則、臨時休業等の期間については、上記２の対応をとることとする。 
（３）教職員についても、事業所等と同様の取り扱いとする。（別添 厚生労働省事務

連絡参照） 
 
 
 
 

【本件問合せ先】 
・児童生徒について 

岡山県教育庁保健体育課 
   健康・安全教育班  
   ＴＥＬ：０８６－２２６－７５９１ 
・教職員について 

岡山県教育庁福利課 
  健康管理班 
   ＴＥＬ：０８６－２２６－７６０４ 

※ 陽性者の感染可能期間（発症２日前から）に接触した児童生徒等のうち、会話の
際にマスクを着用していないなど、感染対策を行わずに飲食を共にした場合等 

（例） 
・昼食、更衣、運動の際にマスクを着用せず、目安として１メートルの距離で約１
５分以上の接触があった場合 

・寮や寄宿舎等において同室の場合 
・長時間の接触（１時間程度、車内同乗等）があった場合 
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 事 務 連 絡 

令和４年３月１６日 

令和４年３月 22 日一部改正    

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  

 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

 

B.1.1.529 系統（オミクロン株）が主流である間の当該株の特徴を踏まえた感染者の

発生場所毎の濃厚接触者の特定及び行動制限並びに積極的疫学調査の実施について 

 

 

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にありがと

うございます。 

B.1.1.529 系統（以下「オミクロン株」という。）の感染急拡大が確認された場合の

濃厚接触者の取扱等については、令和４年１月５日付け厚生労働省新型コロナウイル

ス感染症対策推進本部事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認され

た場合の対応について」等で、積極的疫学調査については、「新型コロナウイルス感染

症患者に対する積極的疫学調査実施要領」（国立感染症研究所）等でお示ししてきた

ところです。 

オミクロン株については、感染・伝播性やその倍加速度が高い一方、重症化率は低

い可能性が示唆されるなど、その特徴が徐々に明らかになってきました。従来株と比

べて潜伏期間と発症間隔が短いオミクロン株の特徴を踏まえ、感染状況など地域の実

情に応じて、自治体の判断により、全ての感染者に対する濃厚接触者の特定を含む積

極的疫学調査を行わない場合は、下記の通り、感染するリスクの高い同一世帯内や、

重症化リスクの高い方が入院・入所している医療機関や高齢者施設等を対象に濃厚接

触者の特定や行動制限を含めた積極的疫学調査を集中的に実施することとしますの

で、管内市町村、関係機関等への周知をお願いいたします。なお、迅速な積極的疫学

調査の実施及び濃厚接触者の特定が可能な場合には、オミクロン株であっても一定の

感染拡大防止効果は期待できるため、感染者数が低水準である等保健所による対応が

可能な自治体については、引き続き幅広く積極的疫学調査の実施及び濃厚接触者の特

定を行うことを妨げるものではありません。 

なお、本事務連絡は本日より適用することとし、濃厚接触者の待機期間の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応につい

て」等に関わらず、本事務連絡を適用いたします。 
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 （２）抜粋 

※特別支援学校を含む全ての県立学校について、（２）事業所等に該当する。 

 

（２）事業所等（（３）及び（４）の施設を除く）で感染者が発生した場合 

a.基本的な考え方 

同一世帯内以外の事業所等（（３）及び（４）の施設を除く。以下同じ。）におい

て濃厚接触者が感染している確率は、同一世帯内の濃厚接触者が感染している確率と

比べ、低いと考えられる。また、各業界、事業所等における感染防止対策が徹底して

いる場合、感染者が発生しても、事業所等で感染が拡大しないケースもある。さら

に、これまでの基本的な感染対策の積み重ねなどにより、国民自らが状況に応じて、

自主的な感染対策を講じることも期待される。 

他方、事業所等で濃厚接触者とされた者の一律の行動制限の実施は、従事者の不足

等に繋がる恐れがあり、社会経済活動への影響が大きくなるおそれがある。 

このため、オミクロン株が主流である中において、事業所等における感染拡大防止

対策は、社会経済活動の維持との両立の観点でバランスを取ることが求められる。 

 

b.具体的な取扱 

・保健所等による積極的疫学調査及び濃厚接触者の特定・行動制限は求めない。 

このため、必ずしも行政検査の対象とはならない。 

・ただし、同時に多数の感染者が発生し、感染拡大の場となっている可能性がある状

況や、基本的な感染対策を行わずに飲食を共にするなど感染リスクの高い場合等、

さらなる感染対策の必要性が認められる場合における保健所等による調査や、感染

対策の協力要請の実施を行うことは可能である。 

・上記を踏まえ、住民や事業所等に対しては、感染者が発生した場合に、状況に応じ

て自主的な感染対策を徹底いただくこととし、以下の点を十分に周知するようお願

いしたい。 

➢同一世帯内以外の事業所等で感染者と接触があったことのみを理由として、出勤を

含む外出を制限する必要がないこと。 

➢事業所等で感染者と接触（※）があった者は、接触のあった最後の日から一定の期

間（目安として７日間）はハイリスク者との接触やハイリスク施設への訪問、不特

定多数の者が集まる飲食や大規模イベントの参加等感染リスクの高い行動を控える

よう、事業所内に周知すること。また、症状がある場合には、速やかに医療機関を

受診することを促すこと。 

➢事業所等で感染者と接触（※）があった者のうち、会話の際にマスクを着用してい

ないなど感染対策を行わずに飲食を共にしたもの等は、一定期間（例えば、５日間

の待機に加えて自主的に検査など）の外出自粛を含めた感染拡大防止対策をとるこ

と。 

・感染状況等に応じて、一般に、検温など自身による健康状態の確認や、ハイリスク

者との接触、ハイリスク施設への訪問、感染リスクの高い場所の利用や会食等を避

け、マスクを着用すること等の感染対策を求めることとする。 

 

※ 「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領」（国立感染症

研究所）を踏まえた感染者の感染可能期間（発症２日前～）の接触 


